
提
　
言

　

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
に
よ
り
、
世
界
経
済
は
着

実
な
成
長
を
続
け
て
き
た
が
、
現
在
、
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
の
感
染
拡
大
と
い
う
未
曽
有
の
危
機
に
直

面
し
て
い
る
。
特
に
、
持
続
的
成
長
を
け
ん
引
す
る

貿
易
は
13
～
32
％
程
度
、
海
外
直
接
投
資
は
フ
ロ
ー

で
40
％
の
減
少
が
見
込
ま
れ
、
世
界
経
済
を
再
び
成

長
軌
道
に
戻
す
た
め
に
は
早
期
に
貿
易
投
資
を
立
て

直
す
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
認
識
の

も
と
、
提
言
「
コ
ロ
ナ
の
下
で
の
自
由
で
開
か
れ
た

貿
易
投
資
の
実
現
―
包
摂
的
か
つ
強
靭
な
枠
組
み
を

目
指
し
て
」
を
取
り
ま
と
め
公
表
し
た
。
貿
易
投
資

の
枠
組
み
の
立
て
直
し
と
Ｗ
Ｔ
Ｏ
改
革
に
つ
い
て
、

以
下
、
主
要
な
ポ
イ
ン
ト
を
紹
介
す
る
。

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
と

今
後
の
あ
る
べ
き
方
向
性

　

感
染
拡
大
の
影
響
を
受
け
、
２
０
２
０
年
、
世
界

経
済
は
大
幅
な
マ
イ
ナ
ス
成
長
が
予
想
さ
れ
る
。
一

刻
も
早
い
貿
易
投
資
の
再
活
性
化
が
必
要
で
あ
り
、

※本提言については、https://www.keidanren.or.jp/policy/2020/064_honbun.pdf 参照

そ
の
際
の
方
向
性
と
し
て
、
⑴
人
、
物
、
資
本
、
サ

ー
ビ
ス
等
の
自
由
な
移
動
の
維
持
・
回
復
、
⑵
デ
ジ

タ
ル
化
へ
の
対
応
、
⑶
環
境
問
題
解
決
へ
の
貢
献
、

⑷
途
上
国
の
包
摂
、
⑸
多
角
的
か
つ
自
由
・
透
明
で

開
か
れ
た
枠
組
み
の
堅
持
、
⑹
二
国
間
・
地
域
の
枠

組
み
に
よ
る
補
完
の
６
点
を
挙
げ
て
い
る
。

貿
易
投
資
を
通
じ
た

世
界
経
済
の
復
興

　

第
１
に
、
コ
ロ
ナ
禍
で
制
約
さ
れ
て
い
る
国
際
物

流
機
能
の
維
持
・
回
復
が
急
務
で
あ
る
。
そ
の
た
め

に
は
、
重
要
物
資
の
輸
送
従
事
者
や
経
済
活
動
の
再

開
に
必
要
な
人
の
移
動
を
可
能
と
す
べ
き
で
あ
る
。

感
染
拡
大
が
長
期
化
す
る
可
能
性
も
踏
ま
え
、
検
査

体
制
の
拡
充
も
不
可
欠
で
あ
る
。
あ
わ
せ
て
通
関
事

務
の
電
子
化
な
ど
、
少
人
数
で
効
率
的
に
対
応
す
る

こ
と
で
物
流
の
円
滑
化
を
進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ

る
。

　

ま
た
、
感
染
拡
大
に
伴
い
、
多
く
の
国
が
実
施
し

て
い
る
医
療
用
品
等
の
輸
出
制
限
措
置
に
つ
い
て
は
、

対
象
品
目
・
期
間
等
を
明
示
の
上
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
通
報

し
、
可
能
な
限
り
す
み
や
か
に
撤
廃
・
終
了
す
る
こ

と
で
Ｗ
Ｔ
Ｏ
整
合
性
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ

る
。
あ
わ
せ
て
、
関
税
の
引
き
上
げ
な
ど
、
感
染
拡

大
防
止
に
伴
い
保
護
主
義
的
措
置
が
連
鎖
的
に
拡
大

す
る
こ
と
を
阻
止
す
る
必
要
が
あ
る
。

　

第
２
に
、
海
外
直
接
投
資
は
、
途
上
国
を
は
じ
め

コ
ロ
ナ
禍
で
減
退
し
た
各
国
経
済
を
再
活
性
化
す
る

ほ
か
、
ワ
ク
チ
ン
な
ど
医
療
分
野
で
の
国
境
を
越
え

た
研
究
開
発
の
促
進
に
も
寄
与
す
る
。
Ｗ
Ｔ
Ｏ
で
の

投
資
円
滑
化
の
議
論
を
活
性
化
す
る
と
と
も
に
、
投

資
自
由
化
や
投
資
家
対
国
家
紛
争
解
決
な
ど
Ｗ
Ｔ
Ｏ

─
包
摂
的
か
つ
強
靭
な
枠
組
み
を
目
指
し
て
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で
カ
バ
ー
さ
れ
な
い
部
分
は
、
二
国
間
・
複
数
国
間

で
の
投
資
関
連
協
定
を
通
じ
、
質
の
高
い
ル
ー
ル
を

形
成
す
べ
き
で
あ
る
。
そ
の
一
方
で
、
意
思
を
同
じ

く
す
る
主
要
国
が
足
並
み
を
揃
え
て
適
切
な
投
資
管

理
を
行
い
、
安
全
保
障
上
重
要
な
技
術
の
流
出
を
防

止
す
る
こ
と
も
重
要
で
あ
る
。
わ
が
国
に
つ
い
て
は
、

２
０
２
０
年
５
月
に
施
行
さ
れ
た
改
正
外
為
法
の
着

実
な
運
用
が
求
め
ら
れ
る
。

　

第
３
に
、Society 5.0

の
重
要
な
柱
の
１
つ
で
あ

り
、
コ
ロ
ナ
禍
で
重
要
性
が
再
認
識
さ
れ
た
デ
ジ
タ

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
し
か
し
現
状
、
１
６
４

の
全
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
国
・
地
域
で
の
コ
ン
セ
ン
サ
ス
形

成
が
困
難
で
あ
る
た
め
、
関
心
国
間
で
の
ル
ー
ル
形

成
後
、
漸
進
的
に
参
加
国
を
増
や
す
な
ど
、
柔
軟
な

方
法
が
前
述
の
電
子
商
取
引
協
定
の
ほ
か
、
市
場
歪

曲
的
な
産
業
補
助
金
や
強
制
技
術
移
転
の
規
律
強
化

に
あ
た
っ
て
有
効
で
あ
る
。
ま
た
、
感
染
拡
大
に
よ

っ
て
大
き
な
影
響
を
受
け
た
途
上
国
を
グ
ロ
ー
バ
ル

な
貿
易
投
資
の
枠
組
み
に
包
摂
す
る
た
め
に
は
、
特

別
か
つ
異
な
る
待
遇（
Ｓ
＆
Ｄ
）の
見
直
し
が
必
要
で

あ
る
。
真
の
途
上
国
と
の
間
で
競
争
上
の
不
公
平
が

生
ま
れ
な
い
よ
う
、
本
来
途
上
国
の
地
位
を
卒
業
す

べ
き
国
は
直
ち
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
上
の
義
務
を
完
全
に
引
き

受
け
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
コ
ロ
ナ

に
関
連
し
た
輸
出
制
限
な
ど
の
保
護
主
義
的
措
置
を

め
ぐ
る
紛
争
が
増
加
す
る
可
能
性
を
念
頭
に
、
２
０

１
９
年
末
よ
り
機
能
停
止
状
態
の
Ｗ
Ｔ
Ｏ
紛
争
解
決

機
関
の
機
能
回
復
が
必
要
で
あ
る
。

　

貿
易
投
資
を
通
じ
て
世
界
経
済
を
立
て
直
す
た
め

に
は
、CO

V
ID

-19

感
染
拡
大
に
伴
い
拍
車
が
か
か

っ
た
保
護
主
義
、
自
国
第
一
主
義
に
歯
止
め
を
か
け

る
枠
組
み
の
構
築
が
求
め
ら
れ
る
。
同
時
に
、
急
速

に
進
展
す
る
デ
ジ
タ
ル
化
へ
の
対
応
や
、
環
境
問
題

の
解
決
に
資
す
る
枠
組
み
づ
く
り
も
引
き
続
き
重
要

課
題
で
あ
る
。
ま
ず
は
自
由
、
民
主
主
義
、
法
の
支

配
等
の
価
値
を
共
有
す
る
諸
国
と
の
間
で
共
通
の
利

益
を
見
出
し
、
経
済
発
展
段
階
や
政
治
体
制
の
異
な

る
国
・
地
域
を
も
広
く
包
摂
し
て
い
く
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。
包
摂
的
か
つ
強
靭
な
貿
易
投
資
枠
組
み
の

確
立
に
向
け
、
か
か
る
取
り
組
み
を
一
層
強
化
し
、

具
体
的
な
ル
ー
ル
形
成
に
結
実
さ
せ
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。

ル
化
に
つ
い
て
、「
信
頼
あ
る
デ
ー
タ

の
自
由
な
流
通
」（
Ｄ
Ｆ
Ｆ
Ｔ
）を
具
現

化
す
る
必
要
が
あ
る
。
Ｗ
Ｔ
Ｏ
電
子
商

取
引
協
定
の
早
期
実
現
と
と
も
に
、
Ｗ

Ｔ
Ｏ
ル
ー
ル
を
補
完
す
べ
く
、
適
切
な

個
人
情
報
保
護
の
た
め
の
二
国
間
・
複

数
国
間
で
の
規
制
協
力
を
推
進
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
る
。ま
た
、CO

V
ID

-19

感
染
拡
大
防
止
の
よ
う
な
公
益
目
的
の

場
合
、
し
っ
か
り
と
し
た
情
報
管
理
を

大
前
提
に
、
本
人
の
同
意
な
く
個
人
デ

ー
タ
を
第
三
者
に
提
供
す
る
国
際
基
準

を
設
定
す
る
こ
と
も
必
要
で
あ
ろ
う
。

　

第
４
に
、
現
在
中
断
さ
れ
て
い
る
環

境
物
品
協
定
交
渉
の
再
開
な
ど
、
貿
易

が
環
境
問
題
に
資
す
る
枠
組
み
を
構
築

す
る
一
方
、
気
候
変
動
に
伴
う
と
さ
れ

る
措
置
が
、
コ
ロ
ナ
禍
で
み
ら
れ
る
保

護
主
義
的
な
か
た
ち
で
適
用
さ
れ
な
い

よ
う
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

Ｗ
Ｔ
Ｏ
改
革
を
通
じ
た�

多
国
間
枠
組
み
の
強
靭
化

　

コ
ロ
ナ
禍
で
保
護
主
義
や
自
国
第
一

主
義
の
兆
候
が
み
ら
れ
る
今
こ
そ
、
原

点
に
立
ち
返
り
、
公
正
な
ル
ー
ル
に
基

づ
く
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の
多
国
間
枠
組
み
を
堅
持

多国間の取り組み（含 関心国間） 二国間・地域の取り組み

貿　易

◦�国際物流機能の維持・回復
◦�過度な輸出制限の回避、WTO整合性の確保
◦�保護主義的関税の排除
◦�市場歪曲的な補助金に関する規律強化
◦�IT製品の普及（ITAの更新・加盟国拡大）

緊急物資の融通体制の構築
（ex.日豪EPAのエネルギー・鉱物資源分野の協力、

CPTPPの輸出制限措置に関する規定）

海外直接投資
◦�WTO投資円滑化協定の締結
◦�知的財産権の保護
� （強制的技術移転に関するルールづくり等）

◦�投資関連協定の締結
　（自由化、特定措置履行要求禁止、ISDS等）
◦�適切な投資管理
　（安全保障上重要な技術の流出防止のための連携）

越境データ流通
◦�WTO電子商取引協定の実現
◦�電子的送信に対する関税不賦課の恒久化

個人情報の保護のための規制協力
（十分性に関する相互承認、PTA締結、

移転メカニズムの相互運用性確保）

貿易と環境 環境物品協定（EGA）交渉の再開 ◦�EPAによる環境物品・サービスの貿易投資の
円滑化等� （ex.日EU・EPA）

WTO改革

◆ ルール策定方法の弾力化
◆ 途上国に対する特別かつ異なる待遇（Ｓ&Ｄ）の見直し
◆ 通報ルールの早急な整備、通常委員会による監視機能の強化
◆ 紛争解決機能の速やかな回復

図表　コロナの下での自由で開かれた貿易投資の実現
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